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本勉強会のアジェンダ

茨城県では、GX産業拠点の創出に向けて、従来の燃料転換（水素・アンモニアサプライチェーン）のプロジェクトに加えて、
企業間の連携のもと、原料転換（グリーンケミカル）への対応を推進していくことが重要と考えている。
そこで、グリーンケミカルに向けたバイオマスサプライチェーン構築の可能性を探るべく、県内バイオマス資源の賦存量や利活用に関する
基礎調査を実施いたしまして、当該調査結果や最新の政策動向等をご報告するとともに、将来的なグリーンケミカル化に向けた可能
性について、幅広く情報共有・意見交換を行う場として、勉強会を開催いたします。

開催にあたって

コンテンツ登壇者アジェンダ

• グリーンケミカルサプライチェーン構築勉強会の目的・狙い
• グリーンケミカルリサイクルPJTによる実現したい絵姿茨城県本勉強会の開催背景・目的1

• 石油化学・化学産業におけるGX政策の動向
• 次世代バイオ燃料に関する政策動向
• 国内他地域の動向

NRIバイオ由来CN原料・燃料に関連する
直近での政策動向2

• 本年度調査の目的・ゴール、実施事項
• 「川上での県内バイオマス資源の調達可能性」に関する考察
• 「川下でのバイオ由来CN原料・燃料のニーズ創出」に関する考察

NRI「グリーンケミカル・サプライチェーン構築」
に向けたバイオマス資源調査のご報告3

• 化学業界が目指すsustainability
• 三菱ケミカルのグリーンケミカル三菱ケミカル県内事業者による

グリーンケミカル製品に関する取組紹介4

• 石油化学産業の現状での社会貢献
• サステナブル社会実現に向けた石油化学産業の取り組み
• 化学産業におけるGHG排出削減実績量に関するガイドラインについて

石油化学工業協会石油化学産業における
産業構造転換への取組紹介5

• 討議内容への質疑応答、コメント参加者・各社参加者コメント・質疑応答6
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あらゆる産業の競争力の源泉である石油化学産業では、国際的な競争力激化の影響もあり
脱炭素化と経済成長を同時に実現するGX（グリーントランスフォーメーション）に向けた構造
転換が求められている

ナフサを分解して生成されるエチレン・プロピレン・BTX等の基礎化学品について、人口減少や最終製品の需要減、中国による内製化
進展といった環境変化の影響を受けて、国内プラントの再編成がなされているところである。
一方で、基礎化学品は自動車や電機電子産業などのあらゆる川下産業にとっての「競争力の源泉」であり、経済安全保障の観点
からも、ポートフォリオの見直しやサプライチェーン強靭化に向けた検討が求められる。
さらに、国際的な脱炭素化に向けた潮流も踏まえて、化学産業のカーボンニュートラル実現に向けて、燃料転換や原料転換に向けた
取組も進められている。

バイオ由来CN原料・燃料関連の政策動向｜石油化学産業の国際競争力強化に向けた方向性

出所）経済産業省 経済産業分野におけるトランジション・ファイナンス推進のためのロードマップ策定検討会（第13回 2025年12月24日開催）
「資料4 「トランジション・ファイナンス」に関する化学分野における技術ロードマップ 更新案」より

国内石油化学産業のGX実現に向けた方向性

バイオ原料 バイオ燃料
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【参考】 近年、海外メーカは事業ポートフォリオの転換による機能性化学品の競争力を強化。
国内企業もナフサ分解技術の強みも活かしながら競争力の維持・強化を図ることが必須

各国における石油化学産業の特徴として、日本のナフサ分解技術はC2~C8までバランスよく製造できるのが強み。
他方、中国のCTO（Coal to Olefins : 石炭から合成ガス→メタノールを経てオレフィンを製造するプロセス）や米国
のエタン分解（シェールガスからエタンを経てオレフィンを製造するプロセス）は、日本のナフサ分解と比して、価格では
優位だが、CO2係数が大きいことや、C4以上のオレフィンを得るのが難しいといった弱みもある。

バイオ由来CN原料・燃料関連の政策動向｜石油化学産業における国際的な潮流

海外メーカによる事業ポートフォリオの転換動向

出所）経済産業省 経済産業分野におけるトランジション・ファイナンス推進のためのロードマップ策定検討会（第13回 2025年12月24日開催）
「資料4 「トランジション・ファイナンス」に関する化学分野における技術ロードマップ 更新案」より

バイオ原料 バイオ燃料
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GX推進法に基づく「GX実現に向けた基本方針」における分野別投資戦略のなかでも、
コンビナート毎に最適な燃料・原料転換による高機能且つ低炭素化学品の供給が掲げられる

分野別投資戦略は、GX関連製品・事業の競争力を高めるべく、「市場創造に向けた規制・制度」や「カーボンプライ
シングの段階的引上げ」により、民間でのGX投資に関する事業環境を予見性をもって整備していくためのマイルストー
ンやアクションプランとして策定されたものである。

バイオ由来CN原料・燃料関連の政策動向｜「GX実現に向けた基本方針」における投資戦略

出所）内閣官房 GX実行会議 「分野別投資戦略（ver.3）」（令和7年12月26日 改定）

化学分野における投資戦略（令和7年12月改訂版）

バイオ原料 バイオ燃料
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グリーンケミカル産業の創出に向けた投資促進には、設備投資支援・法整備拡充のほか、
「環境価値の見える化」に向けた施策検討も進められている

GX市場創出に向けては、供給側のみならず、特に需要側に施策を講じることによって市場の創出を後押しすることで、自律的なGX
市場を確立していくことが重要となる。
一方で、企業の脱炭素投資によって生み出された製品単位のGHG排出削減量（製品のGX価値）は、Scope3の削減への寄与と
いう形で評価され始めつつある一方で、最終消費者に対してはその価値訴求方法が限定的との現状がある。

バイオ由来CN原料・燃料関連の政策動向｜「環境価値の見える化」に向けた検討
バイオ原料 バイオ燃料

出所）経済産業省 産業競争力強化及び排出削減の実現に向けた需要創出に資するGX製品市場に関する研究会（2024年3月26日）「中間整理 別紙」より

GX市場創出に向けた需要側への施策検討 GX市場創出に向けたロードマップ
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化学産業では、規制対応やScope3精緻化の観点からCFPの算定・策定が求められており、
政府・金融市場・顧客/消費者といったステークホルダーごとの関わり方も検討されている

化学業界では、製品数の多さや製造プロセスの特定/多様性などから、CFPの算定や排出削減に必要な対応コストが多いほか、企
業によって配分方法等の算定手法も異なるため、横比較にハードルがあることが課題となっている。
現状では、CFPの重要度の高い化学製品の競争力を高める方法の１つとして、マスバランス方式による特性を割り当てたCFPが検討
されている。

バイオ由来CN原料・燃料関連の政策動向｜化学業界におけるカーボンフットプリント活用に関する検討
バイオ原料 バイオ燃料

※1 CFP（Carbon Footprint of Products）は、製品・サービスのライフサイクル全体でのGHG排出量をCO2に換算したものであり、製品単位の排出量を示す指標（GX製品の環境価値を
表現するもの）とされる。

出所）経済産業省 GX実現に向けたカーボンフットプリント活用に関する研究会（第1回 2025年2月28日開催、中間整理 2025年6月27日）より

CFP算定にあたっての主要な論点 CFPに関するステークホルダーと関わり方
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国際的なGHG排出量規制強化の背景から、次世代バイオ燃料であるSAF・バイオエタノール/
ディーゼル・合成燃料の導入拡大に向けた政策支援が加速化してきている

足元では先行して商用利用が見込まれるSAF・バイオエタノール/ディーゼルへの取組強化が進む。一方で、研究開発段階にある合成
燃料についても支援策が進む。
次世代バイオ燃料の導入拡大にあたっては、①供給サイド、②需要サイド、③制度面 からの支援・制度一体的なアプローチが必要。

①供給サイドでは、市場が未成熟な段階においても投資回収可能な措置、原料の安定供給確保に向けた取組が求められる。
②需要サイドでは、需要の蓋然性や初期需要の創出、環境価値を移転する仕組みづくり、社会受容性の向上に向けた取組が求められる。
③制度面では、導入目標の設定も含めtえ、制度・規制的措置の在り方検討が求められる。

バイオ由来CN原料・燃料関連の政策動向｜次世代バイオ液体燃料に関する政策

出所）経済産業省 基本政策分科会（第70回 2025年12月25日開催）、脱炭素燃料政策小委員会（第20回 2025年12月9日開催）「資料6 次世代燃料の導入拡大策について」、
同（第18回 2025年3月25日開催）「資料3 バイオディーゼルに関する国内外の動向について」等より作成

• 航空分野では、SAF製造プラントに係るFIDを直前に控え、
航空会社と石油元売会社との売買交渉が行われている。

• SAF官民協議会の下に、「更なるSAF導入促進策検討TF」
が設置され、関係者間での議論が進む。

SAF

• 自動車分野では、第7次エネ基で「2030年度までに一部地
域で最大濃度10%、2040年度から20%の低炭素ガソリン
供給開始を目指す」と掲げられている。

• 2025年6月に「ガソリンへのバイオエタノール導入拡大に向け
たアクションプラン」が取りまとめられた。

バイオエタノール

• 第7次エネ基で、運輸部門に求められる取組としてバイオ
ディーゼルの導入推進が明記される。バイオディーゼル

• 2030年代前半までの商用化を目指し、2023年6月に改定
した「合成燃料の商用化に向けたロードマップ」に基づき、
製造技術開発・実証、制度検討の取組が進む。

合成燃料

次世代バイオ液体燃料に関する主な政策・支援動向

バイオ原料 バイオ燃料



9Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

国産SAFは、石油元売会社による製造プラントに係るFIDを直前に控えており、製造能力や
原料サプライチェーンの確保に向けた環境整備が進められている

国際的な潮流として、一部計画中止・遅延等もあるが、欧米企業を中心にプロジェクトが着実に進む。また原料の調達ポテンシャル
が高い東南アジア（タイ、シンガポール等）でも製造が開始されている。
また海外では、航空会社へのインセンティブ制度の施行や、SAF混合義務制度の整備が進むなど、導入拡大に向けた支援・規制の
検討が進められている。
国内では現在、５つのプロジェクトでFEEDを実施中であり、本年末～来秋にかけて順次FEEDを終了予定となる。
プラント建設に２～３年要することに加えて、支援措置の適用要件・期間※1を考慮すると、2030年の国産SAF大規模供給に向け
ては、遅くとも2026年度中にFID（最終投資決定）を行うことが求められている。

バイオ由来CN原料・燃料関連の政策動向｜次世代バイオ液体燃料に関する政策｜SAF

※1 税額控除の適用には、2026年度中のFIDが要件。また、GX経済移行債を活用したCAPEX支援は2028年度、GI基金による技術開発は2029年度が適用終期となっている。

国内におけるSAFに関する支援・規制制度の方向性 国内におけるSAFプロジェクト

出所）経済産業省 脱炭素燃料政策小委員会（第20回 2025年12月9日開催）「資料5 持続可能な航空燃料（SAF）に関する取組の現状」より

バイオ原料 バイオ燃料



10Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

SAFの導入促進に向けては、供給側では競争力のある供給価格、需要側ではインセンティブ・
運賃コストへの転嫁等を通じた需要創出に係る仕組みづくりの実現が求められている

SAFは、カーボンニュートラル・資源循環、エネルギー安全保障、航空ネットワークの維持・強化に向けて導入促進が
望まれるほか、連産品であるバイオナフサや次世代バイオディーゼル（HVO・RD）の供給による、業種を超えた脱炭
素化・競争力強化も期待される。
今後の検討スケジュールとして、2026年春～夏以降において、エネルギー供給高度化法に基づくSAF供給目標量の
見直し後の制度開始までに、利用者負担制度を開始すべく、迅速かつ集中的に有識者検討会にて議論予定。

バイオ由来CN原料・燃料関連の政策動向｜次世代バイオ液体燃料に関する政策｜SAF
バイオ原料 バイオ燃料

出所）経済産業省 持続可能な航空燃料（SAF）の導入促進に向けた官民協議会（第8回 2026年1月28日開催）より

SAF導入促進に向けた基本方針（2026年1月） SAF導入に向けた今後の検討スケジュール



11Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

自動車分野では第7次エネ基でガソリンへのバイオエタノール導入目標が掲げられ、2028年度
目途には、沖縄本島にてE10相当の導入実証が開始予定と、導入拡大の検討が進む

第7次エネ基にて、「2030年度までに一部地域で最大濃度10%、2040年度から最大濃度20%の低炭素ガソリン供給開始を目指
す」とされている。2025年6月の官民協議会では、「ガソリンへのバイオエタノール導入拡大に向けたアクションプラン」が取りまとめられた。
バイオエタノール導入拡大に向けたアクションプランに基づき、2028年度を目途にしたE10相当低炭素ガソリンの先行導入地域として
沖縄が選定され、今後は供給基地やSS設備対応、供給サプライチェーンの検討が進められる予定。

沖縄の選定理由としては、①必要な設備設置と適切な品質確認が行える出荷基地の候補地が存在すること、②島嶼部であることから供給地域
が明確であること、③品質管理に係る技術的検証の実施に適した地域であること、④過去にバイオ燃料実証事業の実績があったことがあがる。

バイオ由来CN原料・燃料関連の政策動向｜次世代バイオ液体燃料に関する政策｜バイオエタノール

出所）経済産業省 基本政策分科会（第70回 2025年12月25日開催）、次世代燃料の導入促進に向けた官民協議会 商用化推進WG（第8回 2025年11月25日開催）「資料4-2 ガソリンへのバイオ
エタノール導入拡大に向けた取組について」「資料4-1 三菱総合研究所株式会社 説明資料」より

国内におけるバイオエタノール導入拡大に向けたアクションプランおよび国内における製造に関する取組状況

バイオ原料 バイオ燃料
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船舶・鉄道分野ではバイオディーゼルの導入拡大が期待されている。
バイオディーゼルはSAFの連産品としての生産も見込まれている

第7次エネ基において、自動車・船舶・鉄道・建設機械などの分野でのバイオディーゼルの導入推進が明記されている。
船舶分野において、内航船のカーボンニュートラルに向けた取組として「2040年までにバイオ燃料10%相当のCO2削減を目標とする」
とされている。国際的にも海運業界におけるGHG削減の指針が示されている。

バイオ由来CN原料・燃料関連の政策動向｜次世代バイオ液体燃料に関する政策｜バイオディーゼル

出所）経済産業省 脱炭素燃料政策小委員会（第18回 2025年3月25日開催）「資料3 バイオディーゼルに関する国内外の動向について」、
産業構造転換分野WG（第33回 2025年8月1日開催）「資料3 「次世代船舶の開発」プロジェクト 海運のカーボンニューラルを取り巻く動きについて」

国内におけるバイオディーゼルの需要創出の期待 国際海運のGHG削減に向けたマイルストーン

バイオ原料 バイオ燃料
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【参考】 次世代燃料の導入促進に向けては、環境価値認証・移転制度を通じた事業環境
整備として、クリーン燃料証書制度の段階的な立上げ検討が進む

次世代燃料の需要創出に向けては、環境価値を移転する仕組みづくりのほか、環境価値は最終的には次世代燃料を使用する需
要家が負担するものであり、いきなりの価格転嫁は困難であることを踏まえて、負担の仕組みを明確化していく必要がある。
環境価値認証・移転制度の検討にあたっては、2025年3月に「クリーン燃料証書制度の創設に向けた検討」を実施していく旨の方
針がまとめられ、証書制度の運営体制構築や規程類整備に向けた準備がなされているところ。

バイオ由来CN原料・燃料関連の政策動向｜次世代バイオ液体燃料に関する政策｜環境価値認証・移転制度の検討

出所）経済産業省 脱炭素燃料小委員会（第20回 2025年12月9日開催）「資料6 次世代燃料の導入拡大策について」より

「クリーン燃料証書制度」創設に向けたこれまでの検討経緯と今後の検討イメージ

バイオ原料 バイオ燃料
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グリーンケミカル産業創出に向けては、GX製品の価値の不明確性や製造コストの大きさ、
将来需要の不確実性がリスクであり、そのリスクを関係者間で適切に分担していくことが重要

原料メーカ ー 製品メーカ間においては、市場におけるGX製品の需給・売買体制の構築が求められる。
金融機関においては、GX価値（GHG削減実績/貢献量）を創出する事業者や、その製品調達にコミットする事業
者への資金支援といったメニュー構築が求められる。

バイオ由来CN原料・燃料関連の政策動向｜石油化学産業のGX化に向けたステークホルダー間での役割所掌

出所）経済産業省 産業競争力強化及び排出削減の実現に向けた需要創出に資するGX製品市場に関する研究会（2024年3月26日）「中間整理 別紙」より

グリーンケミカル産業創出にあたってのステークホルダー間の役割所掌

バイオ原料 バイオ燃料
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国内でもコンビナート地域を中心に、バイオ由来原料・燃料の製造・供給に向けた検討が進む。
素材産業が多く立地する鹿島でも競争力維持・強化に資する取組が求められる

バイオ由来CN原料・燃料関連の政策動向｜国内他地域でのグリーンケミカルに関する動向

国内におけるグリーンケミカル製品の生産・供給・利用に関する主な取組動向

バイオ原料 バイオ燃料

出所）各種公開情報より作成

千葉・京葉コンビナート
出光興産：SAF(ATJ) 10万kL/年
住友化学：

• バイオ由来エタノールからのエチレン製造
設備導入 (2022~)

• エタノールからプロピレン製造設備稼働
(2025~)

沖縄県
太陽石油；
SAF(ATJ) 20万kL/年

三重県・四日市コンビナート
出光興産/DIC：
バイオPS製造検討 (2023~)

静岡県・富士市
ENEOS/TOPPAN/日本製紙：
古紙バイオエタノール製造実証 (2024~)

和歌山県・和歌山製造所
ENEOS：
SAF(HEFA) 40万kL/年香川県・番の州

コスモ石油：
SAF(ATJ) 15万kL/年

大分県・大分コンビナート
レゾナック：
バイオナフサ*1利用 (2024~)

山口県・周南コンビナート
出光興産：
SAF(HEFA) 25万kL/年

岡山県・水島コンビナート
ENEOS：
バイオ原料/ナフサ*1由来の
パラキシレン製造 (2023~)
旭化成/三井化学/三菱ケミカル：
バイオエタノール由来のグリーン基礎
化学品の製造設備検討 *2(2026~)

大阪府・堺泉北コンビナート
コスモ石油：
SAF(HEFA) 3万kL/年供給
(2025~)
三井化学：
バイオナフサ*1調達
＋バイオオレフィン製造 (2021~)

*1：バイオナフサはフィンランド・Neste社より調達。
*2：旭化成/三井化学/三菱ケミカルらが採択を受けた「令和7年度排出削減が困難な産業におけるエネルギー・製造プロセス転換支援事業（HtA支援事業）」を活用して、旭化成が開発中のバイオエタノールからエチレン・プロピレンなどの

グリーン基礎化学品を製造する技術「RevolefinTM」を用いて初期生産設備を旭化成水島製造所に設置するもの。

宮城県・岩沼市
住友商事/GEI/JAL/日本製紙：
国産木材由来のSAF向けバイオ
エタノール製造検討 (2025~)

鳥取県・米子市
王子製紙：
木質由来糖液・エタノールのパイロット
プラント立上げ・実証 (2025~)

愛媛県・四国中央市
大王製紙：
木質由来バイオエタノールの
試験生産 (2025~)
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【参考】 出光興産らが立地する周南コンビナートでは、アンモニア燃料への転換、
バイオマス原料/燃料への転換、CO2固定化に向けた取組が構想・検討されている

「周南コンビナート脱炭素推進協議会」は、出光興産、東ソー、トクヤマ、日本製鉄、日本ゼオン、公益社団法人化
学工業会、周南市で構成され、周南コンビナートの2050年CN実現と産業競争力の維持・強化に向けた産学官民
での連携の枠組として、2022年1月に設立された。

バイオ由来CN原料・燃料関連の政策動向｜国内コンビナート地域での動向

出所）周南コンビナート脱炭素推進協議会、出光興産等、公開情報より

周南コンビナートにおけるカーボンニュートラル構想

バイオ原料 バイオ燃料
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本年度の基礎調査では、①川上での県内バイオマス資源の調達可能性、②川下でのバイオ
由来CN原料・燃料の需要ニーズ を県内事業者へのヒアリングを通じて明らかにしていった

グリーンケミカルサプライチェーン構築に向けたバイオマス資源調査｜本年度調査の目的・ゴール

バイオ由来原料・燃料SC構築に関するスキーム構築

出所）各種公開情報より作成

①県内での
調達可能性

②バイオ由来CN原料・
燃料の需要ニーズ
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県内には、豊富かつ多様な未利用・廃棄物系バイオマス資源が存在するほか、
コンビナートをはじめとしてバイオ由来原料・燃料の活用が見込める需要家も立地する

グリーンケミカルサプライチェーン構築に向けたバイオマス資源調査｜①川上資源の調達可能性｜バイオマス資源のポテンシャル

茨城県内におけるバイオマス資源の有効利活用ポテンシャル

農業資源

大規模に整備されているライスセ
ンター/カントリーエレベータでは、
精米工程で生じる籾殻が集積
し、高い効率での収集が可能。

全国有数、関東一の
コメ生産量で、籾殻が多く発生

新潟
北海道

秋田
宮城

4.8% 茨城
福島

山形
千葉栃木

岩手

その他

出所）農林水産省
「令和6年産作物統計 水稲収穫量」より

全国の水稲収穫量
(約6,792千トン)の内訳

川上でのバイオマス資源供給

農作物資源

林業・木材資源 畜産資源

川下での原料/燃料の需要

出所）事業者ヒアリング等より作成

全国トップクラスの畜産県であり、
家畜排せつ物由来の堆肥も多く発生

千葉

7.2%
茨城

鹿児島
岡山
群馬

広島
愛知

青森栃木
岐阜

その他

全国採卵鶏 飼育羽数
(170,776千羽)の内訳

採卵鶏飼育羽数では全国2位。乳牛・
豚の飼育頭数も全国7位と畜種問わず
に盛んであり、排泄物資源も多く発生。
出所）農林水産省 「令和6年畜産統計」より

19.3%

茨城

熊本

愛媛
宮崎長野

山口

その他

全国の栗栽培面積
(約16,200ha)の内訳

出所）農林水産省 作物統計調査
「令和5年度作況調査（果樹、野菜）」より

全国一の栗・干芋の生産地で、
加工残渣が多く発生

全国1位の生産量を有する栗は
収穫量の約4割の加工残渣が
発生。加工場でまとまった量が
集積されている

国内２位の湖面積である霞ヶ浦や、
久慈川・那珂川水域では堤防刈草や
伐採竹木等の草木が多く発生。

下水汚泥 飼料製造・加工 刈草・伐採竹木
神栖市には国内最大級の飼料コンビ
ナート（3サイロ-13工場）が立地し、
飼料の製造加工残渣が多く発生。

石化系ナフサの
バイオナフサへの原料転換

１

化学産業の国際的な競争が激
化するなかでは、鹿島コンビナート
の競争力維持・強化は、県・国に
とっても重要な命題であり、完全
なるGX化に向けては、既存商流
でのバイオ資源へ転換はその一歩
になると期待。

化学品中間材
バイオアルコールの製造

３ 化学産業の中間材であるバイオメタ
ノール・エタノールは、ETO/MTOに
よる原料転換も期待。

SAF・バイオディーゼル
の製造・供給

２ 航空・船舶・運輸業界では、次世
代燃料への転換も期待される。
県内や近隣他県には空港もあり、
航空燃料であるSAFの供給が期待。

大子・常陸大宮・常陸太田市には
森林組合ほか、原木市場も立地。
未利用材や樹皮などが多く発生。

県北では林業が盛んで、
良質な木材を用いた製材も立地

出所）関東森林管理局 「井畑貴森林管理所の概要」より

県及び市町村等で管理する下水処理
場で恒常的に下水汚泥が発生。



19Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

川上資源の調達可能性について、主要16のバイオマス資源の賦存量/発生量、調達安定性/
継続性、コスト優位性、スキーム構築可能性、取扱難易度の５つの観点を調査した

資源ごとに主要プレイヤーにヒアリング・現地視察も実施させて頂きながら、調査を行った。

グリーンケミカルサプライチェーン構築に向けたバイオマス資源調査｜①川上資源の調達可能性｜本年度調査の実施事項

賦存量/発生量
現状の発生量
大規模な発生源における発生量
今後に変化しうる発生量

調達安定性/継続性

コスト優位性

スキーム構築可能性

取扱難易度

農業残渣

農作物残渣

林業残渣

水産系残渣

一般廃棄物

産業廃棄物

穀物（籾殻）
油脂作物

果樹・園芸作物
特産品（干芋・栗）

間伐未利用材
枝条・樹皮

未利用魚
養殖水産物

剪定枝・刈草
家庭生ごみ
廃食用油
下水汚泥

家畜排せつ物
食品/飼料製造・加工残渣

製材工場での残材
建設廃材

未
利
用
資
源

廃
棄
物
資
源

主要バイオマス資源 調査事項

川上資源の調達可能性に関する調査での調査対象/事項

発生源の偏在、分散の度合い
発生時期の偏り
競合用途の有無

現状の輸送・処理に係るコスト
事業化にあたっての資源引渡価格
(見込み) ※ 資源自体の価値＋調達コスト

現状のサプライチェーン
※ 供給/輸送体制
事業者の課題解消の可能性

物性上の取扱い留意事項
事業化にあたっての法規上の留意事項

×
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森林資源の調達可能性は、木材サプライチェーンに係る事業者へのヒアリング等を通じて調査。
未搬出の林地残材ほか、原木市場/共販所や製材所で発生する樹皮等の活用もありうる

グリーンケミカルサプライチェーン構築に向けたバイオマス資源調査｜①川上資源の調達可能性｜森林資源に関する調査

植林・
保育

森
林
資
源

伐採

主
伐

間
伐

林地
残材

搬出

未搬出

原木丸太

樹皮

剥がれ

搬出

原木市場/共販所

製材用材
合板用材
パルプ用材

燃料チップ材樹皮

剥がれ

建設・
家具メーカら

製紙工場

端材

おが屑

素材丸太

加工

バイオ発電所

畜産農家

製材工場/プレカット工場

建設廃材

破砕チップ材

資源処理者需要家

低質材

未利用材

タンコロ材

切削チップ材

おが屑

森林組合/民間森林事業者

未利用材

枝条/枝葉

タンコロ材

卸売・販売 製材・プレカット 消費 処理

1

2

3

４

建廃材の発生
量は減少傾向
かつ取合状況

木材サプライチェーン全体像と活用可能性のある材

ポイント①：県北には全国有数の原木市場/共販所（宮の郷流通センター、大子木
材流通センター、常陸大宮共販所）が立地しており、樹皮が多く発生。現状は無償で
処理できているが、今後は産業廃棄物としてコストがかかる可能性あり。
ポイント②：製材工場では加工時に端材やおが屑が発生。構内に乾燥ボイラを有す
る事業者は自家利用するが、それ以外の事業者は産業廃棄物として処理。
ポイント③：森林組合や民間森林事業者では、2m級の低質材・未利用材を扱い、
現状では発電所向けにチップ材として供給しているが、ほか用途での活用も見込まれる。
ポイント④：林地には主伐・間伐時に生じる残材（未利用材、枝葉、タンコロ）が
大量に発生。再造林の妨げにもなっており、コスト採算性が合えば搬出したいもの。

出所）事業者ヒアリングより作成
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【参考】 森林/木材資源の調達可能性の深堀にあたっては、関連団体・事業者からのニーズを
拾える形での、収集場所や運搬ルートを構築し、収集量/効率の最大化を実現するスキームを
検討することが求められる

グリーンケミカルサプライチェーン構築に向けたバイオマス資源調査｜①川上資源の調達可能性｜森林資源に関する調査

原木市場#
大子木材流通センター➊
宮の郷木材流通センター❷
常陸太田共販所➌
北茨城共販所❹
つくばね共販所❺
東京木材相互市場筑波銘木市場❻

製材品市場#
茨城木材相互市場❼
ミトモク❽
ミトモク日立市場❾
東京木材相互市場筑波市場❿
丸宇木材市売下館市場⓫

❶

❷
➌

➍

❻

❺

❾

➑➐

⓫
❿

※ 本調査にてヒアリングさせて頂いた事業者
⓬：ヨシナリ林業（民間森林事業者）
⓭：鉾田製材所（民間製材事業者）
⓮：野上製材所（民間製材事業者）

⓬

⓭

⓮

• 北越コーポレーション
• エナリスパワー

• かみすパワー
• 大林神栖バイオマス発電
• 神栖バイオマス発電
• 神栖パワープラント
• 南浜バイオマス発電所
• ENEOS リニューアブルエナジー
• 神之池バイオエネルギー

鹿島コンビナート

森林/木材資源の活用に向けたサプライチェーン構想（※現状での事務局の仮説）

県北地域の
森林/木材資源の
中間集積所 (案)

茨城空港

県西・県央地域の
森林/木材資源の
中間集積所 (案)

中間集積所で収集量の最大化を図り、
鹿島コンビナートに向けた運搬ルートを
確保する。
現状のバイオマス発電所へのチップ供給
サプライチェーン網の活用も見込む。
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茨城県は、全国有数・関東一の水稲収穫量を有し、なかでも県南・県西での収穫量が多い。
ライスセンターでは籾殻が多く発生しており、有効利活用に向けた検討余地も大きいと思料

籾殻は、時期による発生量のばらつきこそあるが、県内農家が共同利用する農業協同組合のライスセンター（カントリーエレベータ）
では多く発生している。畜産農家への提供を除く分は、産業廃棄物として処理されている。

グリーンケミカルサプライチェーン構築に向けたバイオマス資源調査｜①川上資源の調達可能性｜農業残渣に関する調査

2,070

11,900

1,270
2,470

4,730 6,400
7,960

1,380
2,480 4,890

10,900 9,570
8,780

1,770

16,000

1,350

29,400

6,300

11,400

4,460
2,760

10,500

3,660

日
立
市

常
陸
太
田
市

高
萩
市

北
茨
城
市

ひ
た
ち
な
か
市

常
陸
大
宮
市

那
珂
市

東
海
村

大
子
町

土
浦
市

石
岡
市

龍
ケ
崎
市

取
手
市

牛
久
市

つ
く
ば
市

守
谷
市

稲
敷
市

か
す
み
が
う
ら
市

つ
く
ば
み
ら
い
市

美
浦
村

阿
見
町

河
内
町

利
根
町

7,030
4,280

9,170

16,000

29,300

8,780
10,400

5,350
2,810 3,460

16,900

8,310
4,850

8,570

1,100
3,670 4,340

8,670
4,990

11,600

6,540

古
河
市

結
城
市

下
妻
市

常
総
市

筑
西
市

坂
東
市

桜
川
市

八
千
代
町

五
霞
町

境
町

水
戸
市

笠
間
市

小
美
玉
市

茨
城
町

大
洗
町

城
里
町

鹿
嶋
市

潮
来
市

神
栖
市

行
方
市

鉾
田
市

県北 県南

県西 県央 鹿行

県内地域・市町村別での水稲収穫量 (ton)

出所）農林水産省 令和6年度市町村別作物統計調査 等より作成

水稲の収穫～消費までのサプライチェーン

種もみ 収穫物
(水稲)

稲もみ 稲わら

玄米 籾殻

精米 米ぬか

消費者

肥料

燻炭化
(土壌改良材)

敷料/
飼料 燃料化

ほとんどが
土壌改良材として
その場で漉き込み

畜産農家 発電所

ラ
イ
ス
セ
ン
タ
ー

稲もみ重量の
約2割で発生
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茨城県は、採卵鶏飼育羽数が全国2位、乳牛・豚飼育頭数が全国7位と全国トップレベルの
畜産県であり、家畜排せつ物が多く発生。殆どは堆肥化されているが、流通に課題を抱える
事業者・地域も存在しており、有効利活用に向けた検討余地はある

乳牛の排泄物由来の堆肥は、自家利用（=自社農園で飼料作物を育てるために堆肥を利用する）と外販の大きく２つの流通
ルートがある。昨今は自家利用の増強を図る畜産農家が多いが、グリーンケミカルサプライチェーンでの活用も検討余地があるとのこと。
豚の排泄物は、いずれの畜種と比しても水分が多く、堆肥・液肥の両方が生産される。養豚事業者の多くは、排泄物の循環をきち
んと行うことを重視しているほか、霞ヶ浦流域は河川放流が難しいとの事情もあって有効利活用に向けた検討余地はあるとのこと。

グリーンケミカルサプライチェーン構築に向けたバイオマス資源調査｜①川上資源の調達可能性｜家畜排せつ物・堆肥に関する調査

浄化施設

メタン発酵施設

貯留槽固液
分離

堆肥化施設

強制発酵装置

燃焼施設

液状排泄物
(スラリー状)

半固形状
排泄物

固形状
排泄物

固形状
排泄物

(水分少なめ)

放流

発電・熱利用

液肥

堆肥

焼却灰

発電・熱利用

おが粉等の
副資材で水分調整

おが粉等の
副資材で水分調整

肉牛

採卵鶏

肉用鶏

乳牛

ブタ

24,300頭
(434千トン)

50,200頭
(461千トン)

466,400頭
(1,075千トン)

15,167千羽
(675千トン)

1,135千羽
(54千トン)

家畜排せつ物の処理工程
県内飼育頭羽数

(糞・尿現物の年間発生量)

出所）農林水産省 「畜産環境をめぐる情勢」‘（令和7年10月）、事業者ヒアリング等より作成
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多くの下水処理場では、標準活性汚泥法が採用されている。脱水ケーキは、産業廃棄物処
理業者に処分を委託している。

グリーンケミカルサプライチェーン構築に向けたバイオマス資源調査｜①川上資源の調達可能性｜下水汚泥に関する調査

汚水・汚泥処理プロセスの例

処理内容処理

砂・砂利を沈殿。し渣は除塵機で除去沈砂池

長時間滞留させることで微細浮遊物を沈殿最初沈殿池

好気性微生物を含んだ活性汚泥と混合攪拌エアレーションタンク
汚れを食べた活性汚泥は沈殿
（一部はエアレーションタンクに返送、残りは汚泥濃縮へ）最終沈殿池

次亜塩素酸ナトリウムにより消毒消毒槽

処理内容処理
重力沈降で圧密を受け含水率が下がる汚泥貯留タンク
高分子凝集剤を水で溶解した薬液を凝集混和タンクへ供給薬液溶解タンク
汚泥に薬液（高分子凝集剤）を混合し、汚泥を凝集させる凝集混和タンク
混合汚泥を濾布の回転により連続的に絞り脱水ケーキとして排出脱水機

a

b

c

d

e

f

g

h

i

沈砂池 最初沈殿池 エアレーション
タンク 最終沈殿池

汚泥貯留
タンク

消毒槽

薬液溶解
タンク

凝集混和
タンク 脱水機

排水 放流
a b c d e

h ig

- 汚水処理プロセス -- 濃縮・脱水プロセス -

産業廃棄物
処理業者

脱水
ケーキ

f

※焼却炉を設置している下水処理場は、焼却後の焼却灰を
産業廃棄物処理業者に委託

※
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グリーンケミカルへの活用可能性が一定程度見込まれる資源を中心に、更なる資源供給者の
巻き込みもしながら、深堀調査や論点の洗い出し・検証を着実に行っていく必要がある

グリーンケミカルサプライチェーン構築に向けたバイオマス資源調査｜①川上資源の調達可能性｜主要バイオマス資源のまとめ

本年度調査を踏まえた、主な資源における課題・検証論点（※調査項目ごとに課題を例として２つずつ抜粋した表であることに留意。）

主な検証論点 (例)主な課題 (※本年度で見えてきた課題抜粋)調査資源 (例)調査項目

現状での未活用資源のポテンシャル量
年間/月別での発生量（現状と今後見込み）
発生場所の分布（地域別での発生量、大口排出
者の特定など）

林地には再造林の妨げになる木・タンコロ・枝条が多く残って
いる。また原木市場で発生する樹皮の処分量が増加する
可能性がある。

林業・木材資源
賦存量/発生量1 県内で盛んに生産される干芋の未利用部について、現状の

回収量以上の発生量も期待できるが、どこでどの程度発生
しているかまでは不明。

農作物資源

季節、作業時期・スケジュールを踏まえた調達量
既存利活用先との競合性を踏まえた調達量
安定性・継続性を阻害するリスク因子の洗い出し

県西・県南のライスセンターでは籾殻が多く発生するも、時期
によって量が異なり、安定性/継続性がどこまであるか不明。農業残渣

調達安定性/継続性2
県内の河川堤防の刈草や、河川流域の竹木伐採は、
作業タイミングがあり、調達可能な時期がばらばらである。刈草・伐採竹木

資源の引渡価格、調達に係るコスト構造
現状サプライチェーンで係るコストに対する優位性
コスト増減に係る主要因子の洗い出し
サプライチェーン開拓・構築に係る資金の確保

林地残材の活用には、作業道の開拓、路網整備、
機材搬入に係るコストほか、人員確保も大きな課題になる。林業・木材資源

資源処理・輸送・
引渡に係るコスト3 ほとんどの家畜排せつ物は堆肥・液肥化されるが、事業者・

畜種によっては無償提供と有償販売の事情が異なるほか、
有償だとしても生産コストの方が大きいケースもある。

畜産資源

収集・運搬・処分に係るサプライチェーン構造の深堀
効率的な収集・運搬のルート、取組手法
現状サプライチェーンでの不足要素の洗い出し
サプライチェーン開拓・構築に必要なキープレイヤーの
巻き込み

河川堤防刈草は刈りっぱなしで放置されるほか、道路脇の
伐採木も貯蔵できる場所がないために直接焼却場まで運搬
され処分されている。

刈草・伐採竹木
スキーム構築可能性4

日本一の生産量を有する栗の加工残渣について、現状では
産業廃棄物としてコストを出して、処分・運搬してもらっている。農作物残渣

各資源の物性・組成
各資源の取扱いにあたっての留意事項

飼料残渣には様々な物性/種類の材料が混ざっている飼料製造・加工残渣取扱難易度5 脱水ケーキには有機系化学物質が混ざっている下水汚泥

出所）事業者ヒアリング等より作成
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【参考】グリーンケミカルサプライチェーン構築には、原料のバイオマス資源を時期問わず必要量
確保することが必至。発生量が安定する資源と非安定な資源との組合せが重要となる

安定的に発生する主なバイオマス資源としては、未利用系だと森林/木材資源、廃棄物系だと畜産資源、下水汚泥資源がある。
農業資源（籾殻）や農作物資源（栗残渣、干芋未利用部）などは時期によって発生量が異なり、非安定的な資源となるため、
調達量の増減振れ幅を見極める必要はあるものの、量自体は大きく見込まれるため貴重な資源となる。

グリーンケミカルサプライチェーン構築に向けたバイオマス資源調査｜①川上資源の調達可能性｜主要バイオマス資源のまとめ

12月9月8月7月 1月10月6月 11月 2月

資源供給量 [ton]

4月 5月 3月

原料バイオマス資源の供給持続性の実現に向けた観点
※ グラフはあくまでもイメージであることに留意。
※ バイオマス資源の組み合わせや使用量（縦軸）については、

今後検証していくことが必要

非安定資源

安定資源

時期性なく、
年間を通して発生する
資源を「ベース原料」

として確保することが必至

時期による発生量の
増減こそあるが、量自体
は多く見込まれ、供給網
として巻き込むことが重要

農業資源（籾殻）

木材資源
（製材残材・樹皮など）

農作物資源
（栗・干芋未利用部）

家畜排せつ物

森林資源
（林地残材・未利用材など）

下水汚泥資源

飼料製造/加工資源

出所）事業者ヒアリング等より作成
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②川下でのバイオCN原料・燃料の需要ニーズの簡易調査として、コンビナートに立地する化学
メーカらにヒアリング。GX製品の市場ニーズ探索、高付加価値化に向けた仕組みづくりのほか、
品質担保や経済合理性のある投資タイミングの検証などが課題にあがってきた

グリーンケミカルサプライチェーン構築に向けたバイオマス資源調査｜②川下でのバイオ由来CN原料・燃料の需要ニーズ

グリーンケミカル産業創出に向けた製造事業者～中間需要家へのヒアリングで見えてきた主な課題

課題解消のための打ち手解消主体課題概要課題項目
コンビナート内に立地する原料・中間財の製造事業
者が中心となって、
サプライチェーン上でやりとりしている最終需要家への
GX/グリーンケミカル化の市場ニーズを調査しつつ、そ
の価値を訴求する。

事業者国内的な化学産業の競争激化が進む
中で、グリーンケミカル製品への潜在的も
しくは顕在的需要が、どこに（Where）、
どの程度（How much）のマーケットにあ
るのかを把握していく必要がある。

GX製品の市場ニーズの
探索

環境意識とグリーンケミカル製品のニーズが高い県内
需要家を探索し、供給者とのマッチング等、サプライ
チェーンの上流～下流を形成する支援を行う。

自治体

事業者によるGX取組を推進するためにも、
GX/環境価値に関するルールメイキングとともに政策
支援の拡充や、資金調達面で金融機関へのGX投
資への呼び掛けを図っていく。

国・自治体鉄鋼業界では先行的にGX価値創出に
向けた取組が進むが、化学業界において
もGX/環境価値の「見える化」と、それを
評価する仕組みづくりが急がれる。

GX/環境価値の
見える化と評価づくり

GXの取組を先行的に行う事業者に対するメニュー
（サステナビリティ・リンクローン等）を開発提案する。金融機関

バイオ由来原料のサンプル等を使ったラボレベル試験
から、小型ベンチ/パイロットプラントを用いた実証を行
い、製造プロセスで発生しうる課題の洗い出しとその
解消に向けた検討を行う。

事業者
バイオCN原料が供給された場合に、最終
製品の品質への影響や、製造設備の劣
化などの影響を検証していく必要がある。

従来製品との
品質の比較検証

将来的なGX製品の供給・利用に向けて、短期・中
長期的でのマイルストーン（基礎調査・FS・FEED・
FID・EPC）を仮説的にも描く。

事業者
グリーンケミカル製品のサプライチェーン構
築は、経済合理性とのバランスを見ながら
段階的に進めていく必要がある。

経済合理性のある
GX投資の実現に向けた

マイルストーンの策定

出所）事業者ヒアリング等より作成
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【別紙】茨城県におけるカーボンニュートラル実現に向けた取組イメージ
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第６回 アンモニアWGの開催趣旨・目的
茨城県において、当初目指していた2030年時点でのアンモニア拠点形成は困難との結論に至ったが、将来的に本
県産業部門の競争力強化と脱炭素化の両立を図っていくためには、引き続きアンモニアSCの構築が重要との認識

県としては、2030年代前半のアンモニアSC構築を目指し、引き続きWG企業の皆様とともに、構想の具体化に向
けた議論を進めていき、皆様の投資予見性を高める一助としたい

ついては、今回WGでは、令和6年度に実施した国FS（=「常陸那珂を起点とした北関東広域アンモニア／水素サ
プライチェーン整備に関する調査事業」）の調査結果より見えてきた課題認識を共有するとともに、その解消に向け
たアプローチ方針について議論させていただきたい。

コンテンツアジェンダ

• 低炭素水素等の政策動向（令和6年度からのアップデート）
• 価格差・拠点整備支援の採択状況
• CN市場形成に向けた政策動向

1. 国の政策動向

• 令和6年度に実施した「常陸那珂を起点とした北関東広域アンモニア／水素サプライ
チェーン整備に関する調査事業」で取りまとめた課題認識共有

2. 北関東広域アンモニアSC
構築に向けた課題認識共有

• 直近で取り組むべき課題整理、想定される打ち手の議論
• 新たな目標、アプローチ方針の整理

3. 早期のアンモニアSC構築に
向けたアプローチ方針
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国際的にみられた急激な水素ブームがインフレや政策の不透明感による投資停滞により緩や
かとなる中、欧州では長期間の政府支援は継続的に実施。一方、米国は失速が懸念される

欧州では、数百億円～千数百億円規模の中小規模の案件組成を中心に着実に進捗しており、2030年よりも早
い商業運転開始を目指す事業者も存在する。
米国では、トランプ政権下で水素ハブへの資金拠出を一時停止し、シェールガスの輸出を強化していく方針を掲げる
など、クリーンエネルギーは失速している。一方で、水素を名指しした批判はないことや、CCS等の税額控除は引き続
き継続していることから、ブルー水素/アンモニアへの影響は限定的との見方もある。

議題１：国の政策動向｜国際的な潮流

欧州での水素動向 米国での水素動向

出所）経済産業省 産業構造審議会 GIプロジェクト部会 エネルギー構造転換分野WG（2025年7月7日開催 第29回）「水素を取り巻く国内外情勢と水素政策の現状について」



32Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

国内でも「GX推進法」や「水素基本戦略」改定を契機に水素関連政策の検討が進み、盛り
上がりを見せた。2024年5月の「水素社会推進法」成立による政策・事業の発展が望まれる

議題１：国の政策動向｜国内での主な政策動向

出所）経済産業省 各種公開情報より作成

「GX実現に向けた基本方針」と「GX推進法」が閣議決定
※ のちにGX推進法は令和5年5月に成立し、6月より施行。

水素・アンモニア分野では今後10年間で約7兆円のGX投資を行うと公表。令和5年2月

「水素基本戦略」が6年ぶりに改定 大規模かつ強靭なサプライチェーン構築に向けて、今後15年間で15兆円の官民大規模かつ強靭なサプライチェーン構築に向けて、今後15年間で15兆円の官民
投資を計画する旨や、価格差・拠点整備支援の制度整備の検討を公表。令和5年6月

第10回GX実行会議にて
「分野別投資戦略(案)」が公表

水素・アンモニア（今後10年間で7兆円の投資を行う予定。）について、価格

3兆円を充てると公表。

水素・アンモニア（今後10年間で7兆円の投資を行う予定。）について、価格
差支援には今後5年間で4,570億円、支援総額として供給開始から15年間で
3兆円を充てると公表。

令和5年12月

価格差・拠点整備支援ならびに

関する中間とりまとめが公表

価格差・拠点整備支援ならびに
低炭素水素の供給に向けた制度的措置・保安措置に

関する中間とりまとめが公表
中間とりまとめでは、価格差支援では最低供給量年間千トン、
拠点整備支援では最低利用量年間1万トンを必須条件にすると公表。令和6年1月

「水素等供給基盤整備事業（FS事業）」の
公募概要が公表

「水素等供給基盤整備事業（FS事業）」の
公募概要が公表 拠点整備支援のうちFS支援に係る予算に約15億円を充てると公表。

令和6年2月
「水素社会推進法」が閣議決定

※ のちに水素社会推進法は令和6年5月に成立。

低炭素水素等の供給・利用を早期に促進するため、基本方針を策定する旨、
認定制度の創設および支援措置を講じていく旨等を公表。

令和6年4月 「水素等供給基盤整備事業（FS事業）」の公募開始

「水素等供給基盤整備事業（FS事業）」の
採択事業10件が公表

令和6年5月

事業予算:約14億円、補助予定件数:15件（申請状況によっては増減の可能
性有と記載）を想定し、令和6年5月10日まで公募受付と公表。
令和6年5月末日に10件の調査事業を採択することを公表。6月末には予算の

形で追加公募を行うことを公表。

令和6年5月末日に10件の調査事業を採択することを公表。6月末には予算の
限り（事業予算の残高：11億円程度）、締め切りを設けずに随時受付する
形で追加公募を行うことを公表。

「水素社会推進法」が施行令和6年10月
JOGMEC・経済産業省がお互いに連携しつつ、価格差・拠点整備支援を実施
していく旨を公表。
JOGMEC・経済産業省がお互いに連携しつつ、価格差・拠点整備支援を実施
していく旨を公表。

「水素社会推進法」に基づく価格差支援の公募開始

「水素社会推進法」に基づく拠点整備支援の公募開始

令和6年11月

令和7年3月

ファーストムーバー向け支援として、令和6年11月22日～令和7年3月31日まで
公募を実施。
ファーストムーバー向け支援として、令和6年11月22日～令和7年3月31日まで
公募を実施。
ファーストムーバー向け支援として、令和7年3月5日～令和7年6月30日まで
公募を実施。
ファーストムーバー向け支援として、令和7年3月5日～令和7年6月30日まで
公募を実施。

国内における水素関連政策の直近動向

価格差支援の採択事業４件が公表令和7年9月
～12月

令和7年9月30日と12月19日に、計4件の認定供給等事業計画が公表。
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水素社会推進法に基づく1stムーバー向けの価格差支援について、条件が整った案件より順次
認定が進められており、2025年12月までに計4件の事業計画が採択された

2025年12月に採択された第3号・4号の案件では、JERA/三井物産らが米国ルイジアナ州で製造する低炭素アンモ
ニアを国内に供給し、その大部分を石炭火力発電所での混焼に、一部を周辺事業者の工業炉燃料や原料として
利用する計画となっている。

議題１：国の政策動向｜国内での主な政策動向

1stムーバー向け価格差支援の認定供給事業計画（令和7年12月までに採択されたもの）

出所）経済産業省 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第70回 令和7年12月25日開催）「資料2 エネルギーを巡る最近の動向について」、
経済産業省 「脱炭素成長型経済構造への円滑な移行のための低炭素水素等の供給及び利用の促進に関する法律」より

低炭素アンモニア製造PJT
「Blue Point」

米国ルイジアナ州で、世界最
大規模となる年間140万トン
の低炭素アンモニア（天然ガ
スを原料とするブルーアンモニ
ア）の製造拠点を開発する。
2025年4月には3者でのFIDを
行い、2029年より生産開始・
供給を予定する。
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1stムーバー向けの価格差支援は、2025年3月末日の締切までに計27件の計画申請があり、
支援総額が3兆円を超える結果となった

1stムーバー向けの価格差支援の審査結果は、2025年度後半から2026年度にかけて順次認定されていく見込み。
2ndムーバー向けの支援については、未だ公表情報はなく見通しは不透明。一方、「次の支援策はあり得る」との
コメントも見受けられ、2030年以降での水素・アンモニア拠点整備に向けた検討を進めていくことは意義がある。

議題１：国の政策動向｜国内での主な政策動向

価格差・拠点整備支援の進捗状況（2025年7月時点） セカンドムーバー向け支援に関するコメント

伊藤部長は、水素やアンモニアと既存燃料との価格差を
補う支援にも言及し、３月末に締め切った公募に２７件の
応募があったと明らかにした。政府は価格差支援に１５年
間で３兆円を支援する方針だが「３兆円を大幅に超える
（事業規模の）金額となった」と述べた。

３兆円から支援額を増やす考えはないとしつつ「次の支
援策はあり得る」と話した。

今回の公募は２０３０年の供給開始を想定しており
「水素還元製鉄など製造業で本格的に利用していく本命の
分野は３０年時点で実用化されていないと見込まれるため、
中長期的な支援策を議論していきたい」とした。

電気新聞（2025年5月12日）より抜粋
出所）経済産業省 産業構造審議会 GIプロジェクト部会 エネルギー構造転換分野WG（2025年7月7日開催 第29回）「水素を取り巻く国内外情勢と水素政策の現状について」
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電気事業者向けの「長期脱炭素電源オークション制度」でも、水素・アンモニア燃料への上流
部分での値差支援や、インフレ等による資機材価格高騰に向けた制度変更が検討されている

議題１：国の政策動向｜国内での主な政策動向

※1 長期脱炭素電源オークションは小売電気事業者・ネットワーク事業者の容量拠出金負担のもと成り立っている制度であり、水素燃料等の第三者への転売については、計画当初から
共用予定の場合は自社割合部分のみが支援対象、自社利用で計画していたが第三者への転売収入が発生した場合は他市場収入に算入後、約９割を還付することになっている。

電気事業者向けの制度※1であるが、2025年度オークションより水素・アンモニアは黎明期のエネルギーとして燃料費
の値差部分まで支援対象に追加された。一方で、電力需要家負担の観点から年間設備利用率40％までの上限
が設けられている。
昨今のインフレに対応するため、従来の消費者物価指数による補正に加え、建設工事デフレーター等での補正にも
対応できるように制度が変更（既落札案件にも遡及適用）されている。

出所）経済産業省 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第70回 令和7年12月25日開催）「資料2 エネルギーを巡る最近の動向について」

水素・アンモニア・CCSの可変費の扱い インフレ・金利変動等への対応としての制度変更
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非化石転換設備の導入支援として、水素対応設備の新設・更新/改造に関する補助金が
設けられる等、将来的な水素対応に向けた設備投資をする「水素Ready」の視点も重要

省エネ・非化石転換設備の導入・更新促進に係る支援として、「水素対応設備の導入促進」が掲げられており、
10%以上の水素混焼率で実稼働させることを条件として、設備の新設・更新/改造に係る設備費・工事費の補助
が設けられている。

議題１：国の政策動向｜国内での主な政策動向

出所）経済産業省 資源エネルギー庁 省エネルギー課（2025年11月）「令和7年度省エネ支援パッケージ」より

「省エネ支援パッケージ」（令和7年度補正予算）における水素対応設備への支援
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水素・アンモニアの受入基地整備に向けた港湾形成・整備に向けたガイドライン設計も検討さ
れており、安全管理・運用の対策、施設配置に関する留意点などが取り纏められる見込み

昨年度末に「港湾における水素・アンモニアの受入環境整備に係るガイドライン（中間取りまとめ）」が公表された。
本年度は中間取りまとめも基に、新たに示された基準などへの対応をはじめとする最終とりまとめを実施中。
ガイドライン策定に向けた議論も踏まえながら、常陸那珂・鹿島港での受入・供給におけるインフラ整備・オペレーショ
ンを具体的に検討していくことが求められる。

議題１：国の政策動向｜国内での主な政策動向

出所）国土交通省 港湾における水素等の受入環境整備に向けた検討会 より

水素/アンモニア受入に関するガイドライン策定に向けたスケジュール 「港湾におけるガイドライン」への反映方針案の抜粋（アンモニア施設配置例）
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【参考】 水素・アンモニア等の製造・運搬・利用に関する技術開発についても、
NEDOグリーンイノベーション基金プロジェクト等でも着実に進められている

議題１：国の政策動向｜国内での主な政策動向

出所）経済産業省 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第70回 令和7年12月25日開催）「資料2 エネルギーを巡る最近の動向について」

NEDOグリーンイノベーション基金による研究開発・実証プロジェクトの進捗状況
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GX投資促進・市場創造に向けた分野横断的措置として、民間金融機関等が取り切れない
リスクへの「GX推進機構等による金融支援」等も検討されている

議題１：国の政策動向｜国内での主な政策動向

出所）経済産業省 「分野別投資戦略ver3.」（令和7年12月26日）、内閣官房 GX実行推進室「GX戦略地域制度を通じたGX産業クラスターの創出-中間とりまとめ-」（令和7年12月22日）

水素・アンモニア等の共用インフラ等をはじめとして、GX分野の事業運営は、事業期間が長期にわたり、政策リスク
等の事業に伴う不確実性を有している。コスト高騰に起因する収益性のハードルの引き下げには補助金による支援
が不可欠であるものの、民間融資を成立させるためには公的機関による信用補完制度の活用も選択肢となる。
GX推進機構では出資・債務保証等の金融支援制度を実施しており、電力広域的運営推進機関も電源や系統
整備に係るファイナンス支援のスキームを整備する方向。

GX推進機構等による分野横断的措置としての出資・債務保証等の金融支援について
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GX市場創造・需要創出に向けては、GXリーグの方向性の見直しがなされているほか、GXの
取組が先行する鉄鋼分野を取り上げてGX評価基準・手法策定に向けた調査も実施される

議題１：国の政策動向｜国内での主な政策動向

当面、カーボンプライシングの価格が限定的な状況が見込まれる中、需要家によるGX価値の浸透が進みにくい状況。
CN原料・燃料を用いた製品のGX価値創出に向けては、公共調達のほか、GXリーグやGX戦略地域制度の枠組み
の参画・支援要件として、「市場・需要創出」が追加される方向になる等、供給サイドから需要創出に関する要件が
求められるようになると認識。

出所）経済産業省 産業構造審議会 イノベーション・環境分科会 排出量取引制度小委員会 とりまとめ（2025年12月19日）「脱炭素成長型投資事業者排出枠の割当ての実施に関する指針に関する意見」、
経済産業省 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第70回 令和7年12月25日開催）「資料6 GXをめぐる内外の動向と今後の取組について」

GX市場創造・需要創出に向けた方向性の見直し
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2025年8月GX産業立地政策の具体的措置として「GX戦略地域制度」が創設。コンビナート
跡地・空き地を活用した新たな産業クラスター形成に向けた支援等が進められている

「GX戦略地域制度」は、地域選定を行う３類型（①コンビナート等再生型、②データセンター集積型、③脱炭素電
源活用型）と事業者選定を行う１類型（④脱炭素電源地域貢献型）に整理される。
コンビナート等再生型では、既存ブラウンフィールドを有効活用し、技術のスケールアップや生産拠点拡大を通じたGX
新事業の創出につながる取組を支援。選定要件として、インフラ・脱炭素の観点に加えて、革新性・経済性/実現
可能性・インパクトを兼ね備えた競争力に関する観点が重要視されている。
公募期間は令和7年12月23日～令和8年2月13日となっている。

議題１：国の政策動向｜国内での主な政策動向

「GX戦略地域制度」の概要 「コンビナート等再生型」の選定要件

出所）内閣官房 GX産業構造実現のためのGX産業立地ワーキンググループ 「中間取りまとめ」（令和7年12月22日）、経済産業省 「GX戦略地域制度」より
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GX実現向けた制度・支援制度の整備が進むなか、全国各地のコンビナートや産業集積地を
中心に水素・アンモニア拠点構築に向けた検討も進められている

議題１：国の政策動向｜他地域での拠点構築に向けた検討

愛媛県・波方
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新潟県では、低炭素水素製造＋CCSが実現できる地理的強みも活かして、面的な県内での
CN達成するSC構築、および日本海側における脱炭素燃料・CCUSハブ拠点構築を目指す

新潟県は、石油・天然ガスなどのエネルギー関連産業や化学産業が集積するほか、首都圏に天然ガスを輸送するパイプライン等のイ
ンフラがあり、カーボンニュートラル産業拠点として高いポテンシャルを有している。県内の地理的・産業的な強みを活かして、新潟東港、
柏崎・長岡、直江津の３エリアを中心した拠点整備の検討が進む。

新潟東港エリアでは、「東新潟先進的CCS事業」のほか、火力発電所への水素混焼や油田EORに関する実証、CRによる化
学品の生産検討がなされている。
柏崎・長岡エリアでは、ガス田におけるブルー水素製造や、メタネーションに関する検討がなされている。
直江津エリアでは、ガス田やLNG基地のガスを原料とするブルー水素製造に関する検討がなされている。

議題１：国の政策動向｜他地域での拠点構築に向けた検討

出所）新潟県 新潟カーボンニュートラル拠点化・水素利活用促進協議会 「新潟におけるカーボンニュートラル産業拠点の形成に向けて」（2025年3月）

新潟県における中期的CN拠点整備推進の方向性 新潟県における拠点整備にあたっての面的なSC構築
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石油精製・石油化学・鉄鋼・LNG火力など素材・エネルギー産業が集積する国内最大規模の
京葉コンビナートでは、足元では水素供給やCCSに向けたパイプライン検討が進められている

多業種が集積するコンビナートの強みを最大限生かして、カーボンニュートラルの取組に係る業種を超えた企業間連携
を推進すべく、2022年11月に「京葉臨海コンビナートカーボンニュートラル推進協議会」を設立。
エネルギー分野では水素等の利用、マテリアル分野では廃プラ等の廃棄物や排CO2の活用、バイオリファイナリーの
導入・拡大を、グランドデザインの基本路線として検討が進む。

議題１：国の政策動向｜他地域での拠点構築に向けた検討

「水素等供給拠点整備に向けたFS」（2025年1月28日公表） 先進的CCS事業 「首都圏CCS事業」（2025年7月9日報告会資料）

出所）千葉県、JOGMEC 公開資料より
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茨城県内における脱炭素化・産業競争力の強化を実現すべく、
引き続き、アンモニアSC構築に求められるアプローチや具体的な取組の検討を推進していく

クリーンエネルギーについて、政策的にも先行きを見通すことが困難な状況にはあるものの、茨城県においてアンモニアSCの
構築を目指していくためには、議題２で挙げた課題を着実に解消していくことが求められる。
特に、アンモニアSC構築にあたって主要な課題である下記の３点については、今後のアプローチ方針を整理するとともに、
次年度以降、関係者が連携しながら課題解消に向けた活動を継続してまいりたい。

議題３：早期のアンモニアSC構築に向けたアプローチ方針

アンモニアSC構築に向けた今後のアプローチ方針

１ 需要創出・確保

２ 座組の明確化

３ ファイナンスの具体化

供給者-需要家の体制、鹿島基地の運営体制、内陸部への輸送
事業者などによる座組を構築し、常陸那珂・鹿島港を拠点にアン
モニア受入・供給を可能とするインフラ整備に向けた検討を行う

WGが中心となり需要家を巻き込むことで、共用インフラ整備におけ
る供給量のスケールメリットを生み出す
インフラ整備のコスト低減がさらなる需要家を呼び込むという「正の
スパイラル」実現をはかる

投資判断には事業の安定性・継続性を担保するファイナンスが必
要であるため、ボトルネックや資金調達の計画を整理し、政策的な
支援が必要な領域に対するロビーイング・環境価値を評価する市
場形成をはかる
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「2030年代前半のアンモニア受入・供給、2030年半ばの広域サプライチェーン構築」に向けて、
本WGを通じて、経済性創出と実施体制の構築につながる取組を推進していく

議題３：早期のアンモニアSC構築に向けたアプローチ方針

～2020年代後半 2030年代前半 2030年代半ば～

目指す
ゴール

ゴールに
向けた

主な取組

①需要創出・確保

②座組の明確化

③ファイナンスの具体化

アンモニア拠点整備に関する
FEED・FIDの実施および

EPC計画の具体化

常陸那珂・鹿島港での
アンモニア受入および

周辺需要家への供給開始

常陸那珂・鹿島港を
国内主要拠点とした

広域サプライチェーンの形成

供給・需要・輸送等の事業者など、
必要プレイヤーの確保
運営事業体の検討、組成
共用インフラ整備に係るEPC発注

茨城県（臨海部＋内陸部）および
北関東内陸部をはじめ周辺地域の
水素・アンモニア需要喚起・創出

ボトルネック、資金調達の計画の整理
官庁に対するロビーイング
CN市場形成に向けた価値訴求
国支援の獲得、金融機関の巻き込み

鹿島地区＋県内における需要創出
によるスケールメリット拡大

鹿島地区の基地・タンク・クラッキング
設備等の共用インフラ運用開始
内陸部へのローリー輸送の開始

常陸那珂・鹿島港間におけるレジリ
エンス向上のための内航船運用
内陸部のサテライト基地拠点形成
よる広域供給

国支援の満了後を見据えた自立的か
つ安定的な事業運営に向けた検討
先行投資者の利益保護

北関東内陸部＋周辺地域における
需要創出によるスケールメリット拡大

自立的かつ安定的な事業運営の継続
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常 陸 那 珂 地 域
アンモニア受入拠点

鹿 島 地 域
水素・アンモニア受入拠点

ローリー輸送

水 素 ・ ア ン モ ニ ア に よ る 燃 料 転 換
自 家 発 電 （ コ ジ ェ ネ 等 ）
工 業 炉 （ 鉄 ・ ア ル ミ 等 ）

外 航 船 に よ る
ア ン モ ニ ア 輸 入

外 航 船 に よ る
ア ン モ ニ ア ・ 水 素 輸 入

内 航 船 に よ る
ア ン モ ニ ア 融 通
‘（レジリエンス対策航路としてのサプライチェーンを想定）

水 素 ・ ア ン モ ニ ア に よ る 燃 料 転 換
火 力 発 電 、 自 家 発 電 （ コ ジ ェ ネ 等 ）
工 業 炉 （ ガ ラ ス 窯 、 製 鉄 な ど ）
水 素 に よ る 製 造 プ ロ セ ス 転 換

ア ン モ ニ ア に よ る 燃 料 転 換
大 規 模 な 石 炭 火 力 発 電

N H 3

2 0 4 0 年 ア ン モ ニ ア 潜 在 需 要 3 0 0 万 t 超
サ プ ラ イ チ ェ ー ン 構 築 （ 拠 点 形 成 ） 効 果
☞ 経 済 波 及 1 0 年 間 で 3 , 0 0 0 億 円 超
☞ 雇 用 創 出 約 2 , 0 0 0 人 / 年

北 関 東 広 域 の
内 陸 需 要 地

クラッキング
水素 NH3/H2

2030年代前半での水素・アンモニア受入・供給開始を目指す
中長期的には、国内ハブ拠点として広域サプライチェーン構築を実現

議題３：早期のアンモニアSC構築に向けたアプローチ方針




